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資料４
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化学物質（危険物、有害物等）に起因する
労働災害（休業4日以上）
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化学物質（危険物、有
害物）に起因する労働
災害が、年間５００程
度発生している。

資料出所：労働者死傷病報告
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既存の化学物質は、約６万種類

毎年1,000種類以上の物質が新規に届出

（１事業場当たり100【ｋｇ/年】を超えて製造 or輸入）

少量新規化学物質は、年間約16,000物質

（ １事業場当たり100【ｋｇ/年】以下を製造 or輸入）

労働現場で取り扱われている
化学物質の現状
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「第12次労働災害防止計画」

【目標】職場における化学物質管理の推進のため、平成29年まで
にGHS分類において危険有害性を有する全ての化学物質
について、危険有害性の表示と安全データシート（SDS）の
交付を行っている化学物質製造者の割合を80%以上とする

ａ 発がん性に着目した化学物質規制の加速

ｂ リスクアセスメントの促進と危険有害性情報の適切な伝達・提供

ｃ 作業環境管理の徹底と改善

規制対象となっていない化学物質への対策が課題現状と課題

【講ずべき施策】
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労働者の健康障害予防のために

製造・輸入業者等による
化学物質の危険性・有害性に関する情報の把握

把握した情報の関係事業者等への伝達（SDS等）

事業者によるリスクアセスメントの実施

結果を踏まえたリスク低減措置の実施
（使用中止・代替化、局所排気装置等の設置、保護具の使用等）
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【改正趣旨】
⼀定の危険有害性が明らかになっている化学物質について、労働災害の未然

防⽌を図るため、事業者及び労働者がその危険有害性を認識し、事業者がリス
クに基づく必要な措置を検討・実施する仕組みを創設する
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⽯綿等 重度の健康障害あり
（⼗分な防⽌対策なし）

健康障害多発
（特にリスクの⾼い業務あり）

ＰＣＢ等

⼀定の危険・有害な物質

健康障害発⽣
（使⽤量や使⽤法
によってリスク
あり）

8物質

119物質

640物質

約6万物質

胆管がん
発⽣

労働安全衛⽣法令の改正（平成２８年６⽉施⾏）について

特
別
規
則︵

リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
努
⼒
義
務
︶

︵
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
結
果
に

基
づ
く
措
置
の
努
⼒
義
務
︶

特
別
規
則

︵
ラ
ベ
ル
表
⽰
努
⼒
義
務
︶

ラ
ベ
ル

表
⽰
義
務

︵
ラ
ベ
ル
表
⽰
努
⼒
義
務
︶

ラ
ベ
ル

表
⽰
義
務

拡
大

6



一定の危険性・有害性が確認されている化学物質によ
る危険性又は（※）有害性等の調査（リスクアセスメント）
の実施が事業者の義務となる。（罰則なし）

事業者には、リスクアセスメントの結果に基づき、労働
安全衛生法令の措置を講じる義務があるほか、労働
者の危険又は健康障害を防止するために必要な措置
を講じることが努力義務となる。

上記の化学物質を製造し、又は取り扱う全ての事業者
が対象（規模・業種の限定なし）である。

RA等の適切・有効な実施を図るため国が指針を示す。

施行時期：平成28年６月１日（経過措置はない）

※ 「又は」とあるのは危険性又は有害性の一方のみを行えばよいという趣旨ではない。
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WEBサイト上で
ブラウザから入力

化学物質の名称
作業内容（選択式）
作業者数（選択式）

※ リスク判定には使用していない

GHS区分（選択式）
液体、固体の別（選択式）
取扱温度
沸点
取扱量（ml, L, 1000Lの別）

対策管理シート

コントロールバンディング/ＣＢ（厚労省方式）
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ＲＡ実施に対する相談窓⼝、専⾨家による⽀援
譲渡提供者

（製造者・輸⼊者等）

SDS

譲渡提供先
（使⽤者等）

1. 相談窓⼝（コールセンター）を設置し、電話やメール等で相談を受付
SDSやラベルの作成、リスクアセスメント（コントロール・バンディングの使い⽅等）について

2. 化学物質取扱業種におけるリスクアセスメント支援活動促進事業
製造メーカーの情報伝達の在り⽅の検討と研修、
化学物質を取り扱う業種の固有のリスクアセスメントの⼿法の開発

3. ラベル表示を活用した労働者の教育推進事業
化学物質を取り扱う労働者がラベル表⽰の内容を適切に理解するため、
労働者教育⽤のテキストやマニュアル等を作成するなど

ＲＡを実施SDS・ラベル
を作成

※コントロール・バンディング（ＣＢ）の⽀援サービス
センターがＣＢの⼊⼒を⽀援し、評価結果をメール等で通知

事業者 コールセンター

使⽤物質、作業内容等

評価結果を通知
（メール、FAX）

ＣＢの入力
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